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Ⅰ 計画の概要 
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上位計画 

・第６次豊浦町総合計画（平成 30～令和 9 年） 

・豊浦町第２期総合戦略 

・豊浦町人口ビジョン 

 

１．計画の目的 

豊浦町（以下「本町」）では、「第６次豊浦町総合計画」（計画期間・2018（平成 30）年～2027（令

和 9）年。以下「総合計画」という）に基づき、将来のまちの姿「人とつながり 自然と笑顔あふ

れるまち とようら」として各種施策に取り組んでいます。 

また、地域における少子高齢化や人口減少といった切迫した課題に対し、2015（平成 27）年に

は「豊浦町総合戦略」（対象期間・2015（平成 27）年～2019（平成 31）年）、「豊浦町人口ビジョ

ン」（対象期間・2015（平成 27）年～2060（令和 42）年）を策定、総合戦略については現在見直

しを行っているところです。 

住宅施策としては 2012（平成 24）年に「豊浦町住生活基本計画 公営住宅等長寿命化計画」（計

画期間・2013（平成 25）年～2022（令和 4）年）を策定、本町の住宅全般及び公営住宅整備に関

する施策の方針を定め、計画的に事業を推進、2015（平成 27）年には 1度軽微な改定も行ってい

ます。 

国の住宅政策では、2006（平成 18）年度に、国民の豊かな住生活の実現を図るため、住生活の

安定確保及び向上の促進に関する施策について、その基本理念等について定めた住生活基本法

（2006（平成 18）年 6 月）が制定され、法に基づく住生活基本計画（全国計画）が策定されてい

ます。また北海道においても、2007（平成 19）年 2月に「北海道住生活基本計画」を策定、その

後 2011（平成 23）年度、2016（平成 28）年度に計画の見直しを行っています。 

豊浦町住生活基本計画（以下「本計画」）は、従前計画策定以降に急速に進む人口減少や少子高

齢化、また多様化するライフスタイルなど、計画との間に乖離も生じてきていることから、今後

の社会情勢を踏まえた改定を行うこととします。 

本計画は、住宅計画からのまちづくりの視点を重視した計画づくりを行い、本町の特性に応じ

た町民の豊かな住生活の実現、住宅施策の総合的かつ計画的な推進に向けて、本町の住まい・ま

ちづくりの基本計画となる「豊浦町住生活基本計画」を策定し、今後の住宅施策を推進すること

を目的とします。 

 

２．計画の位置づけ 

本計画は第６次豊浦町総合計画及び第２期豊浦町総合戦略を上位計画とし、策定にあたっては

「北海道 住生活基本計画」と連携、他の関連計画との整合を図り、総合的な住宅・住環境づく

りの指針を担う計画の位置づけとします。  

                     

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

北海道 

住生活基本計画 

（平成 28～37 年度） 

 

  
住生活基本計画 

（全国計画） 

（平成 28～37 年度） 

 

豊浦町 

住生活基本計画 

（2021～2030 年） 

（令和３～12 年度） 

 
豊浦町公営住宅等 

長寿命化計画 

 （2021～2030 年） 

（令和 3～12 年度） 

 

 

関連計画 

・第２次豊浦町地域福祉計画・

地域福祉実践祉計画 

・高齢者保健福祉計画・第７期

介護保険事業計画 

(平成 30～令和 2 年度） 

・豊浦町公共施設等総合管理 

計画 

              など 
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３．計画対象・計画期間 

（１）計画の対象 

本町の民間住宅を含む、住宅全般を対象とします。 
 

（２）計画の期間 

計画期間は 10年間とし、2021（令和 3）年から 2030（令和 12）年までとします。  

また、計画内容については 5年程度ごとに見直しを図ることとします。 

 

 

４．計画の構成 

 
豊浦町住生活基本計画は、本章を含む６章構成とします。 

 

                                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ章 住宅・住環境特性 

   １．地域特性 

   ２．住宅事情 

   ３．アンケート調査 

 

Ⅲ章 住宅施策の現状と課題 

   １．上位関連計画 

   ２．住生活に関わる地域の将来像 

   ３．住宅施策の現状と課題 

Ⅳ章 住まい・まちづくりの目標と方針 

    １．住宅施策の基本的な考え方 

    ２．住宅施策の目標 

    ３．住宅施策の展開方向 

Ⅴ章 住宅特性別・地区別の展開 

    １．住宅特性別の展開 

   ２．地区別の展開 

   

Ⅰ章 計画の概要 

  

Ⅵ章 施策推進に向けた取組み 

    １．計画の総合的・計画的な推進 

   ２．重点的な取組み 

    ３．施策の推進方策 
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Ⅱ 住宅・住環境特性 
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１．地域特性 

（１）立地特性・広域特性 

① 位置 

本町は北海道の南西部、胆振総合振興局最西端に位置して

います。南は内浦湾(噴火湾)に面し、海岸線 に沿って東に 

洞爺湖町、西は渡島管内の長万部町に接しています。また北

は昆布岳連峰を境として、真狩村やニセコ町、北西は昆布川

に沿って黒松内町、蘭越町など後志管内の市町村にも隣接し

ています。 

② 広域交通 

 JR 室蘭本線、国道 37 号、北海道縦貫自動車道が通

る交通の要衝で、室蘭からは車で 1 時間、札幌からは

2 時間圏内にあります。 

 また、北海道の空の玄関口である千歳空港からも車で 2時  

間程の距離にあり、道内の各空港や東京圏をはじめとする本

州各地とも近い関係となっています。 

 

（２）地域特性 

① 地勢・地域景観 

 地勢は一部山岳地帯を除いて丘陵

地帯が噴火湾に向かってゆるく傾斜、

町域の 75％以上を森林が占め、平坦

な土地が少ないことが特徴です。 

 噴火湾（内浦湾）に面して大きく南

に開けた海岸線や、巨岩、断崖、また

内浦湾の対岸に駒ヶ岳と渡島連山、

北に蝦夷富士の異名を持つ羊蹄山や

ニセコ連山を眺望することもできる

一方、背後にある田園や緑深い森な

ど、豊かでダイナミックな自然景観を

有しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■位置  

礼文華海岸 内浦湾上空からの本町市街地区 

札幌 

千歳 

函館

室蘭 

豊浦町 

山側からのぞむ内浦湾 
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② 歴史と産業 

町の古くは享保年間にベンベ川で伐木、運上

をしていた頃に遡りますが、その後松前藩が会

所を設置、明治期には箱館裁判所の直轄などを

経て、開基は虻田郡各村戸長役場が置かれその

管轄下となった明治 13年とされています。 

古くは弁辺(べんべ)村と呼ばれていましたが

「農産、水産業が豊かな内浦湾に面している」 

ことから、昭和７年に豊浦村と改称、昭和 22 

年の町制施行により豊浦町となっています。 

 

町名の由来にみるように、本町は第 1 次

産業に適した立地にあり、農業と水産業が

基幹産業となっています。 

 

農業は、道内でも歴史のある「豊浦いち

ご」のほか、水稲、馬鈴薯、てん菜、スイ

ートコーン、豆類、また品質の良い浅葱

（あさつき）も全道一の生産量となってい

ます。その他、肉牛・養豚など畜産業も行

われ、特に養豚は病原菌が少なくきれいな

環境で育てる SPF 豚の飼育に力を入れてお

り、道内の SPF 豚生産量の 1/3 を占めると

言われています。 

水産業では、噴火湾におけるホタテ養殖

発祥の地として知られている本町ですが、

その他カレイ、毛ガニ、ウニなども水揚げ

されるほか、近年は、アワビやウニの種苗

放流など育てる漁業にも力を入れています。 

 

③ 気候特性 

南側に面している内浦湾の暖流・対馬海

流の影響を受けるため、北海道にありなが

ら、夏は涼しく冬は比較的温暖で快適な気

象条件に恵まれています。 

垂直積雪量は 130 ㎝、凍結深度は 50 ㎝の

地域となっています。 
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④ 広域環境（商圏構造） 

生活圏、商圏は室蘭市・苫小牧市を拠点とする胆振・日高広域商圏にあります。 

伊達市への買い回り流出率は、平成 3 年には 4 割弱でしたが、平成 21 年には 6 割近くになっ

ており、依存度が増加しています。 

 

■胆振・日高広域商圏における買い回り流出率変化   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出典：北海道広域商圏動向調査より 
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（４）人口・世帯特性 

 ① 人口・世帯動向 

人口は 3,833 人、世帯数は 2,131 世帯となっています（2020（令和 2）年４月末時点：住民

基本台帳）。国勢調査でみる人口推移は、1995（H7）年・6,121 人をピークに減少傾向が続き、

この 20 年間で 3割減少しています。 

「豊浦町人口ビジョン（2015（H27）年 10月）」では、現在の人口を維持若しくは減少を最

低限緩やかに抑えるためには、雇用創出や生活環境の充実、都市圏からの人の流入・移住促

進のための働きたい住んでみたい環境づくりなど、魅力あるまちづくりの推進が必要である

とし、2040 年・3,354 人、2060 年・2,847 人を各年における将来展望人口として設定してい

ます。 

世帯数についても 1995（H7）年 2,698 世帯をピークに減少傾向が続いていますが、近年は

2,000 世帯前後で横ばいの傾向となっています。 
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1993（H5）年頃から洞爺湖町（当時洞爺村）で開業したリゾートホテルの従業員の転入が影響

し、一時は人口・世帯ともに急激な増加となりましたが、それ以降は、自然減・社会減が続いて

います。 

人口ビジョンによると、1981（S56）年に初めて自然減になっています。 

近年 15 年間のデータでも自然減が続いていますが、出生人口、死亡人口ともに大きな増減は

なく、自然増減はマイナス 30人～60 人程度でほぼ横ばいとなっています。 

また社会増減をみると、2002（H14）年頃からの 10年間は、転入人口・転出人口ともに 400 人

を超える人数で推移していましたが、2012（H24）年以降 250 人前後での推移となっています。

大きく変動する年もありますが、2012（H24）年以降はプラスで推移する年が多くなっています。 
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② 年齢別人口状況 

本町では昭和から平成に変わる頃に高齢者人口（65 歳以上）（これ以降「高齢者人口」）が

年少人口（15 歳未満）を上回り、以降その状況が続いています。高齢者人口は、2000（H12）

年をピークに増加していましたが以降近年は横ばいとなっており、人口ビジョンでも、今後横

ばいから微減となると想定されています。生産年齢人口（15 歳～65 歳未満）は、1995（H７）

年に大きく増加し、以降減少が続いています。 

 

イ）年少人口 

15 歳未満の年少人口は減少が続いていましたが、2010（H22）年には減少傾向に歯止めがか

かり、以降横ばいとなっています。人口ビジョンにおいても今後は横ばいから微増と想定され

ています。 
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ロ）高齢者人口比率 

高齢者人口比率は 2010（H22）年までは、

全道平均及び管内平均より高い数字で推

移していましたが、2015（H27）年には管内

平均と逆転しています。 

 全体の動向としては、1995（H７）年から

2000（H12）年にかけて大きく増加、それ以

降は増加に歯止めがかかり、増加率が鈍化

しています。 

 

 

③ 世帯特性 

イ）世帯状況 

世帯全体としては１人世帯が増加、２人世

帯が横ばい、３人以上の世帯は減少を続けて

おり、世帯の小規模化が全道、管内平均より

早く進行しています。 

１世帯あたり人員は、1990（H2）年には 2.86

人/世帯で管内･全道の平均に比べ、やや高い

数値となっていましたが、1995（H7）年以降

大きく減少し、全道平均、管内平均と逆転、

2015（H27）年には 2.01 人/世帯となってい

ます。 

世帯人員の推移と重ねてみると、1990（H2）

年から 1995（H7）年にかけて１人世帯が大き

く増加しており、そのことが世帯当たり人員

を減少させている要因となっていることが

うかがわれます。 
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ロ）高齢者世帯の状況 

65 歳以上の高齢者のいる世帯（これ以降「高齢者世帯」）はゆるやかに増加を続けています

が、2000（H12）年以降ほぼ横ばいとなっています。また高齢者世帯割合は全道平均よりも 10

ポイント以上高い割合で推移しており、2000（H12）年には 4割を超えています。 

高齢者世帯の世帯人員は 1人、2人世帯が増加を続け、3人以上の世帯が減少しており、2015

（H27）年には 1人世帯・44.9％、2人世帯・35.5％と併せて 80.4％を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ）子育て世帯（18 歳未満の子どものいる世帯・６歳未満の子どものいる世帯）の状況 

18 歳未満の子どものいる世帯は、実数、割合ともに減少を続け、1990（H2)年には 630 世帯・

約３割でしたが、2015（H27）年にはその半数の 300 世帯・１割強となっています。 

一方６歳未満の子どものいる世帯についても、1990（H2）年以降減少を続けていましたが、

2010（H22）年以降、実数・割合ともに若干の増加があり、町の今後に向けて明るい兆しが期待

されるところです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※：ここでいう高齢者世帯とは「65 歳以上の高齢者のいる世帯」を指し、厚生労働省の「65 歳以

上の高齢者のみで構成、若しくはこれに 18 歳未満の者が加わった世帯」とは異なります。 
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（５）地区・市街地特性 

町全体は中心である「本町地区」の他に、西側にある「大岸地区」「礼文華地区」の２つの地

区、及び山側の集落によって構成されています。 

本町地区は人口・世帯ともに最も多く、人口 68.4％、世帯数 65.2％が集積しています。 

ここ 10 年間の集積率の推移を見ると、人口・世帯ともに 2011（H23）年までは横ばいからや

や減少傾向でしたが、2012（H24）年以降の 8年間で、人口・世帯ともに 4ポイント程度増加し

ています。 

① 地区別人口・世帯 

2019（R1）年 12 月末時点の各地区の人口 

・世帯は、 

本町地区    ：2,685 人・1,422 世帯 

大岸地区    ：  512 人・ 318 世帯 

礼文華地区   ：  351 人・  203 世帯 

その他地区   ： 375 人・ 237 世帯 

 となっています。 

 

2009（H21）年以降の各地区の人口･世帯の 

推移を見ると、人口はどの地区も緩やかに減 

少しています。 

世帯数は本町地区、礼文華地区では増減を 

繰り返しながら横ばい、大岸地区、その他地 

区では減少しています。 
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【参考：地区別人口・世帯数推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■地区別世帯数統計表

          年度

  地区
町字名

2009

(H 21)

2010

(H 22)

2011

(H 23)

2012

(H 24)

2013

(H 25)

2014

(H 26)

2015

(H 27)

2016

(H 28)

2017

(H 29)

2018

(H 30)

2019

(R 1)

海 岸 町 127 113 113 114 114 110 108 109 111 107 108

幸      町 98 113 110 108 114 112 111 110 110 113 109

浜      町 254 249 257 255 270 270 268 264 261 256 256

船 見 町 318 296 301 324 327 345 358 355 350 338 345

旭      町 175 175 178 174 170 165 172 177 162 179 173

東 雲 町 396 387 380 380 389 382 387 395 388 388 389

高      岡 52 51 48 50 48 52 47 43 41 41 42

豊      泉 77 72 70 69 43 39 33 33 31 27 31

大      岸 331 318 321 321 346 336 334 326 313 302 287

礼文華 礼 文 華 212 207 208 207 199 203 194 191 204 197 203

桜 37 44 44 43 45 43 42 42 43 45 43

大      和 174 169 177 166 169 163 163 143 145 135 130

美      和 23 24 16 16 16 16 17 17 15 15 15

山      梨 15 17 17 16 17 16 15 15 14 14 13

新 山 梨 17 15 15 16 15 15 15 14 14 14 15

上      泉 3 4 4 3 3 3 4 4 4 4 4

新      富 14 13 18 17 15 15 15 14 14 15 17

合計 計 2,323 2,267 2,277 2,279 2,300 2,285 2,283 2,252 2,220 2,190 2,180

本町

大岸

その他集落

（住民基本台帳・各年12月末日時点データ）

■地区別人口統計表

             年度

   地区
町字名

2009

(H 21)

2010

(H 22)

2011

(H 23)

2012

(H 24)

2013

(H 25)

2014

(H 26)

2015

(H 27)

2016

(H 28)

2017

(H 29)

2018

(H 30)

2019

(R 1)

海 岸 町 290 262 246 250 253 248 238 228 221 213 205

幸      町 233 255 252 244 248 232 224 224 230 219 211

浜      町 510 505 526 524 553 546 541 521 500 496 480

船 見 町 583 550 547 575 580 622 632 618 608 585 594

旭      町 387 389 389 367 361 346 345 350 328 350 343

東 雲 町 830 804 794 792 800 789 798 814 802 786 774

高      岡 94 94 89 92 87 97 87 82 78 72 78

豊      泉 106 99 95 93 70 64 57 59 54 48 55

大      岸 617 580 579 565 571 541 534 524 505 483 457

礼文華 礼 文 華 416 411 412 404 378 374 367 350 356 348 351

桜 92 102 99 99 101 95 93 92 90 91 88

大      和 231 226 236 212 223 204 206 185 181 173 160

美      和 35 35 24 23 22 22 23 24 22 22 22

山      梨 51 54 51 47 48 47 40 39 37 39 38

新 山 梨 46 42 45 43 39 42 40 36 34 32 35

上      泉 7 9 9 7 7 7 7 7 6 7 7

新      富 28 26 33 29 28 30 30 27 28 27 25

合計 計 4,556 4,443 4,426 4,366 4,369 4,306 4,262 4,180 4,080 3,991 3,923

大岸

その他集落

本町

（住民基本台帳・各年12月末日時点データ）
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本町地区 

大岸地区 

礼文華地区 

■高台から望む本町地区 ■大岸地区 大岸礼文停車場線沿道 

■大和地区 地区中心部  ■礼文華地区の漁場 

大和地区 



16 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本町地区 
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大岸地区 

礼文華地区 
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大和・山梨地区 
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２．住宅事情 

（１）所有関係別世帯特性 

 ここでは、町の住宅事情を把握するため、国勢

調査で示されている「住宅に住む世帯（主世帯）」

と、そこで分類されているの 4つの所有関係別住

宅「持ち家」「公営借家」「民営借家」「給与住宅」

に着目して状況を整理します。また高齢者世帯の

住宅事情を国勢調査データから整理します。 

 

① 主世帯 

主世帯数は、2015（H27）年国勢調査では 1,754

世帯です。 

全体世帯数の変動と同様 1995（H7）年に増加

していますが、同年の主世帯率（全体世帯の内住

宅に住む世帯率）は 8 割弱程度で、残り 2 割は

住宅以外の寮や寄宿舎などで生活する世帯であ

ったことがうかがわれます。 

主世帯率は 2000（H12）年に 98.3％まで増加

しましたが以降減少、2015（H27）年には 9割を

切っており、近年は施設等への入居が増加して

いることがうかがわれます。 

 

イ）持ち家 

主世帯の中では持ち家世帯が最も多く 6 割弱

ですが、管内との比較では、持ち家世帯の割合が

少なく、全道平均と同じ程度となっています。 

持ち家世帯数の推移を見ると 1995（H7）年の

全体世帯増の際にも増加は見られず、1990（H2）

年以降減少を続けており、この 25 年間で 200 世

帯以上が減少しています。 

ロ）公営借家 

公営借家世帯数は 2000（H12）年までは 10年

間で 150 世帯以上増加、それ以降は、他の世帯

数が減少する中にあって、公営借家世帯数だけ

が 550 世帯程度で横ばいとなっています。 

1995（H7）年から 2000（H12）年にかけての

全体主世帯数の減少と給与住宅世帯数の半減

を背景に、5年間で 70世帯以上増加、それに伴

い公営借家率も 5ポイント増加、それ以降は 3

割程度で推移しています。 
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ハ）民営借家 

民営借家世帯数は最も少なく、2015（H27）年

には 85 世帯で 5％弱です。1995（H7）年の世帯

数増加の際にも増加はなく、この 25 年間で 5世

帯程度減少していますが、ほぼ横ばいで推移し

ています。 

ニ）給与住宅 

給与住宅は 1995（H7）年の世帯数増加の際に

それまでの2倍以上となりましたが2000（H11）

年には半減、その後は横ばいを続け、2015（H27）

年では 122 世帯となっています。   

所有関係別世帯割合は管内、全道平均よりも

高く、7％となっています。 

 

② 高齢者世帯の住まい 

高齢者世帯は、その 8 割弱が持ち家に居住

（77.8%）、2割（19.9%）が公営借家に居住して

おり、持ち家と公営借家が住まいの中心となっ

ています。 

管内、全道との比較でも、全町世帯で比較し

たときのような大きな差異はありませんが、公

営借家世帯率が高く、民営借家世帯率が低くな

っています。 

高齢者世帯数全体が減少に転じつつあるな

か、持ち家、民営借家、給与住宅に住む高齢者

世帯が減少、公営借家世帯数が増加しています。 

高齢者世帯の内、単身世帯（45%）・2人世帯

（35％）がその 8 割を占める状況を踏まえる

と、持ち家に居住している高齢者世帯が、世帯

状況、身体状況の変化等によって、持ち家に住

み続けることが困難になった場合について、ス

ムーズに住み替えることのできる受け皿づく

りや、持ち家を循環させるしくみづくりなど、

安心して町に住み続けるための検討が必要と

なります。 

  一方公営借家に住む高齢者世帯は増加し、こ

の 25年間で 100 世帯増加しています。 

町では公営住宅等の長寿命化改善に加え、高

齢化改善等を計画的に実施しているところで

すが、公営住宅が高齢者世帯の受け皿として機

能している状況を踏まえ、今後も良質なストッ

クの確保に向けた維持管理の継続が必要とな

ります。 
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（２）住宅ストックの状況 

ここでは、国勢調査に見られる住宅分類［持ち家・公営借家・民営借家・給与住宅］ごとに、本

町の住宅の概要を整理します。 

① 持ち家 

住宅に住む世帯の半数以上を占める「持ち家」は、そのほとんどが戸建て住宅として建てられ

ています。本町地区は海と山に挟まれ平坦な宅地が少ないことから、多くの住宅が傾斜地に建っ

ており、斜面に広がる住宅地が特色ある景観をつくっています。 

町では 2011(平成 23）年「船見ヶ丘分譲地（20区画）」を販売、現在は全て完売し、噴火湾を見

下ろす高台に、良好な住宅地区が広がっています。 

一方で、道道の拡幅整備と合わせて始まった「豊浦本町通りまちなみ整備事業（2001（H13）年

～）」により、市街地のメインストリートである本町通り（道道美和豊浦停車場線）沿いに 50 軒

近くの住宅や店舗併用住宅が協定に則って整備され、個性ある住宅地景観を形成しています。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  
 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

・本町地区：傾斜地に広がる住宅地のようす 

・大岸地区の住宅地 

・同：定住促進住宅近隣の住宅地 

・礼文華地区の住宅地 ・山梨地区の住宅団地 

・個性的なまちなみ景観をつくる本町通り沿いの住宅、店舗併用住宅など 

・船見ヶ丘分譲地の広告 ・船見ヶ丘分譲地の現在の様子 
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② 公営借家 

公営借家は、公営住宅・特公賃住宅・単身者住宅・地優賃住宅等の公営住宅等と、町が整備・管

理している町有住宅、定住促進住宅等があります。 

  

     

 

 

 

 

 

 

 

イ）公営住宅等 

2020（令和 2）年度末時点において管理している公営住宅等は、全体で 610 戸です。 

公営住宅では 7割が本町地区に整備されており、本町地区 440 戸、大岸地区 76戸、礼文華地

区 36戸、大和地区・美和・山梨地区 58戸となっています。 

町では 2012（H24）年に策定した「豊浦町公営住宅等長寿命化計画」に基づいて計画的に管理

を進めており、今年度は当該計画の見直しを行っているところです。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○公営住宅等 

 
○町営住宅：町単独の整備・管理 

・公 営 住 宅 ：19 団地 524 戸 

・特公賃住宅 ： 4 団地  52 戸 

・単身者住宅 ： 2 団地 24 戸 

・地優賃住宅 ： 1 団地  10 戸 

計          610 戸 

・町 有 住 宅  ：31 戸 

・定住促進住宅  ：11 戸 

計     42 戸 

■豊浦町の公営借家

■公営住宅等管理一覧

建設年度 構造

1 船見ヶ丘第２団地 7 棟 28 戸 S49～S61 簡平

2 船見ヶ丘第３団地 5 棟 64 戸 S52～H17 簡2・耐2・中耐3・中耐4

3 東雲団地 2 棟 46 戸 S41～S４３ 簡平

4 旭町団地 1 棟 8 戸 H3 耐2

5 海岸町団地 1 棟 12 戸 H5 中耐3

6 幸町団地 1 棟 8 戸 H21 耐2

7 浜町第１団地 6 棟 78 戸 H17～H24 中耐3

8 浜町第２団地 6 棟 76 戸 S57～H17 耐2・中耐3

9 朝日台団地 14 棟 56 戸 S46～S48 簡平

10 大岸第１団地 4 棟 16 戸 S58～H7 簡平・簡2・耐2

11 はまなす団地 11 棟 44 戸 S48～H3 簡平・簡2

12 豊泉団地 3 棟 12 戸 S57～S63 簡平

13 礼文華第１団地 4 棟 16 戸 S59～H7 簡平・簡2・耐2

14 イコリ団地 4 棟 16 戸 S47～S49 簡平

15 新れぶんげ団地 2 棟 4 戸 H15 木平

16 大和第１団地 3 棟 12 戸 S58～S59 簡平

17 大和第２団地 2 棟 8 戸 S54～S55 簡平

18 大和第３団地 2 棟 16 戸 Ｈ1～Ｈ4 簡2・耐2・中耐3・中耐4

19 山梨団地 1 棟 4 戸 S63 簡平

79 棟 524 戸

① 船見ヶ丘第３団地 1 棟 12 戸 H11 中耐3

② 浜町第２団地 2 棟 24 戸 H7～H9 中耐3

③ 東雲団地 1 棟 12 戸 H19 耐2

大岸地区 ④ はまなす団地 2 棟 4 戸 H15 木平

6 棟 52 戸

本町地区 ➊ 海岸町団地 1 棟 6 戸 H5 中耐3

大和・美 和 ➋ 大和第３団地 1 棟 18 戸 H3 中耐3

2 棟 24 戸
地優賃 本町地区 （１） 旭町そよかぜ団地 1 棟 10 戸 H29 木平

88 棟 610 戸

単
身
者
住
宅

特
公
賃
住
宅

合計

小    計  （戸）

本町地区

小    計  （戸）

小    計  （戸）

団 地 名

公
営
住
宅

本町地区

大岸地区

礼文華地区

大和・美和・
山梨

管理戸数
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〈本町地区〉 

・公営住宅 ：9団地 376 戸 

・特公賃住宅：3団地 48 戸 

・単身者住宅：1団地  6 戸 

・地優賃住宅：1団地 10 戸 

  計   14 団地 440 戸 

【参考：豊浦町公営住宅等の地区別管理状況［住宅数：令和 2 年度末］】  

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［公営住宅等の例］ 

○本町地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○大岸地区 

 

 

 

 

 

 

 

・はまなす団地 ・大岸第 1 団地 ・豊泉団地 

・東雲団地 ・幸町団地 ・浜町第１団地 

・単身者住宅：海岸町団地 ・地優賃：旭町そよかぜ団地 ・特公賃：船見ヶ丘第 3 団地 

 

〈大岸地区〉 

・公営住宅 ：3団地 72戸 

・特公賃住宅：1団地 4戸 

 計    4 団地 76 戸 

〈礼文華地区〉 

・公営住宅：3団地 36戸 

  

〈大和・美和・山梨地区〉 

・公営住宅 ：4団地 40 戸 

・単身者住宅 ：1団地 18 戸 

計    4 団地 58戸 

〈総管理戸数：610 戸〉 

・公 営 住 宅：19 団地 524 戸 

・特公賃住宅： 4団地 52 戸 

・単身者住宅： 2 団地 24 戸 

・地 優 賃： 1 団地 10 戸 
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○礼文華地区 

 

 

 

 

 

 

 

○大和･美和･山梨地区 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

ロ）町営住宅 

〇町有住宅 

 町では統廃合などで利用の無くなった教職員住宅等を「町有住宅」として活用し、地区の住

宅需要に対応しています。町有住宅の管理状況は以下の通り、現在 31 戸を管理しています。 
 

・町有住宅管理状況   

  管理戸数 
うち旧教員 

住宅 

本町市街地 7 3 

大岸地区 8 8 

礼文華地区 9 8 

大和・美和・山梨地区 7 7 

計 31 26 
 
 
 
〇定住促進住宅 

 2011（H23）年から、18歳以下の子どものいる世帯を対象とした「船見町定住促進住宅（木造

平屋建）」を 11戸整備しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・イコリ団地 ・礼文華第 1 団地 ・新れぶんげ団地 

・大和第２団地 

/58･59 年］ 

・大和第３団地 

/58･59 年］ 

・単身者：大和第３団地 
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③ 民営借家  

国勢調査では、民営借家世帯は 85 世帯と全町で最も少ない状況ですが、2012（H24）年から

「民間賃貸共同住宅等建設支援奨励金」が実施されてからは、新たに 4棟 24 戸が建設されてい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 給与住宅 

給与住宅は町職員住宅、教職員住宅、その他民間企業等

の職員住宅などを含んでいます。 

町が管理している職員住宅は、病院職員の公宅や町職員

住宅など合わせて 46 戸あります。平成年代に建設された新

しい住宅もありますが、昭和 40 年代に建設され老朽化した

住宅も多く、民間賃貸住宅に入居している町職員も少なく

ない状況です。 

町職員住宅については、今後の計画的維持管理が求めら

れるとともに、他の住宅との供給バランスをはじめ、地域ニ

ーズやまちづくりの方向性も踏まえた計画的な供給が課題

となっています。 

 

 

 

⑤ その他の住宅 ～ ちょっと暮らし移住体験住宅  

町では移住促進及び交流人口増を図ることを目的に、移住を検討している方を対象として、

一定期間町内での生活を体験できる場を提供するための「豊浦 町ちょっと暮らし移住体験住宅」

を 2017（H29）年に整備しています。 

 

・木造平家建：面積：27.09 ㎡ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

・町職員住宅：旭ハイム（1994（H6）年建設） 

・同：小西団地（1971・72（S46・47）年設） 
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（３）住宅の建設動向 

① 年度別住宅建設件数 

近年 10 年間における住宅建設件数は、77 棟です。2010（H22）年が最も多く 12棟、2018（H30）

年が最も少なく 3棟となっています。 

本町地区での建設が最も多く、2018（H30）年以外は毎年 4～10 棟建設されています。その他

地区では、ほぼ毎年 1 棟ずつ程度の建設があります。 

建て方別では専用住宅がほとんどですが、共同住宅も近年建設されており、この 10 年間で 8

棟建設されています。そのうち 4棟（24 戸）は、2012（H24）年から開始された「民間賃貸共同

住宅等建設支援奨励金」を活用して整備されたものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考：民間賃貸共同住宅等建設支援奨励金利用実績】 

 2012 
（H24） 

2015 
（H27） 

2016 
（H28） 

2019 
（H31・R1） 

合計 

申請数 1 1 1 1 4 

 旭町    1 1 

船見町   1  1 

東雲町 1 1   2 

戸数 4 戸 10 戸 4 戸 6 戸 24 戸 
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